
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式移転に係る事前開示書面 

（会社法第 803 条第１項及び会社法施行規則第 206 条に基づく開示書類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2025 年６月９日 

 

株式会社ヤオコー 

  



 

 

2025 年６月９日 

 

埼玉県川越市新宿町一丁目10番地１ 

株式会社ヤオコー 

代表取締役社長 川野 澄人 

 

株式移転に関する事前開示事項 

 

当社は、2025 年 10 月１日を効力発生日（予定）として、当社を株式移転完全子会社とし、新たに設立

する株式会社ブルーゾーンホールディングス（以下「持株会社」といいます。）を株式移転完全親会社と

する株式移転（以下「本株式移転」といいます。）を行うことといたしました。 

本株式移転に関する会社法第 803 条第 1 項及び会社法施行規則第 206 条に定める事項は、以下のとおり

です。 

 

１．株式移転計画の内容（会社法第 803 条第１項第３号） 

別添「株式移転計画書（写）」のとおりです。 

 

２．株式移転の対価に関する定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 206 条第１号） 

（１）交付する株式数及び割当てに関する事項 

① 株式移転比率 

本株式移転により、持株会社が当社の発行済株式の全部を取得する時点の直前時における

当社の株主の皆様に対し、その保有する当社の普通株式１株につき設立する持株会社の普

通株式１株を割当交付いたします。 

② 単元株式数 

持株会社は、単元株制度を採用し、１単元の株式数を 100 株といたします。 

③ 株式移転比率の算定根拠 

本株式移転は、当社単独の株式移転によって完全親会社１社を設立するものであり、本株

式移転時の当社の株主構成と持株会社の株主構成に変化がないことから、株主の皆様に不

利益や混乱を与えないことを第一義として、株主の皆様が保有する当社の普通株式１株に

対して持株会社の普通株式１株を割り当てることといたします。 

④ 第三者算定機関による算定結果、算定方法及び算定根拠 

上記③の理由により、第三者算定機関による株式移転比率の算定は行っておりません。 

⑤ 株式移転により交付する新株式数（予定） 

普通株式 41,894,210 株 



 

ただし、本株式移転の効力発生に先立ち、当社の発行済株式総数が変化した場合には、持

株会社が交付する上記株式数は変動いたします。当社は、本株式移転の効力発生日までに、

現時点で保有し又は今後新たに取得する自己株式のうち、実務上可能な範囲の株式を消却

することを予定しているため、当社が 2025年３月 31日時点で保有する自己株式である普通

株式 78 株については、上記算出において、新株式交付の対象から除外しております。 

 

（２）資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

持株会社の資本金及び準備金の額については、法令の範囲内で定めており、持株会社の目的及び

規模並びに設立後の資本政策等に照らして、相当であると判断しております。 

 

３．株式移転に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 206 条第２号） 

当社は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておらず、該当事項はありません。 

 

４．株式移転完全子会社についての事項（会社法施行規則第 206 条第４号） 

株式移転完全子会社である当社において、最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象はありません。 

  



 

別添 

株式移転計画書（写） 

株式会社ヤオコー（以下「甲」という。）は、単独株式移転の方法により、甲がその発行済株式の全部

を新たに設立する株式会社（以下「乙」という。）に取得させる株式移転（以下「本株式移転」という。）

に関し、次のとおり株式移転計画（以下「本計画」という。）を作成する。 

 

第１条（株式移転） 

甲は、本計画の定めるところに従い、単独株式移転の方法により、乙の成立の日（第６条に定義する。

以下同じ）において、甲の発行済株式の全部を乙に取得させる本株式移転を行う。 

 

第２条（目的、商号、本店の所在地、発行可能株式総数その他定款で定める事項） 

乙の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数は、次のとおりとする。 

（１）目的 別紙「定款」第２条に記載のとおりとする。 

（２）商号 「株式会社ブルーゾーンホールディングス」とし、英文では、「ＢＬＵＥ  

ＺＯＮＥＳ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＣＯ., ＬＴＤ.」と表示する。 

（３）本店の所在地 埼玉県川越市におく。 

（４）発行可能株式総数 54,634,000 株とする。 

２ 前項に定めるもののほか、乙の定款で定める事項は、別紙「定款」記載のとおりとする。 

 

第３条（設立時取締役及び設立時監査役の氏名並びに設立時会計監査人の名称） 

乙の設立時取締役の氏名は、次のとおりとする。 

（１）代表取締役会長 川野 幸夫 

（２）代表取締役社長 川野 澄人 

（３）取締役 上池 昌伸 

（４）取締役 石塚 孝則 

（５）社外取締役 斉藤 麻子（独立役員） 

（６）社外取締役 葛原 孝司（独立役員） 

（７）社外取締役 鎌田 由美子（独立役員） 

２ 乙の設立時監査役の氏名は、次のとおりとする。 

（１）常勤監査役 山田 昌宏 

（２）社外監査役 佐藤 幸夫 

（３）社外監査役 橋本 勝弘 

（４）社外監査役 五十嵐 毅 

３ 乙の設立時会計監査人の名称は、次のとおりとする。 

監査法人 A&A パートナーズ 

 



 

第４条（本株式移転に際して甲の株主に交付する株式及びその割当て） 

乙は、本株式移転に際して、甲の発行済株式の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」という。）

における甲の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、その保有する甲の普通株式に代わり、甲が基準

時に発行している普通株式の合計に１を乗じて得られる数の合計に相当する数の乙の普通株式を交付する。 

２ 乙は、前項の定めにより交付される乙の普通株式を、基準時における甲の株主に対し、その保有する

甲の普通株式１株につき、乙の普通株式１株の割合をもって割り当てる。 

 

第５条（資本金及び準備金の額） 

乙の成立の日における資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。 

（１）資本金の額 9,846,755,216 円 

（２）資本準備金の額 2,461,688,804 円 

（３）利益準備金の額 0 円 

 

第６条（乙の成立の日） 

乙の設立の登記をすべき日（以下「乙の成立の日」という。）は、2025 年 10 月１日とする。但し、本株

式移転の手続きの進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、甲の取締役会の決議により、乙の成

立の日を変更することができる。 

 

第７条（本計画承認株主総会） 

甲は、2025 年６月 24 日を開催日として定時株主総会を招集し、本計画の承認及び本株式移転に必要な

事項に関する決議を求めるものとする。但し、本株式移転の手続きの進行上の必要性その他の事由により

必要な場合には、甲の取締役会の決議により、当該株主総会の開催日を変更することができる。 

 

第８条（上場証券取引所） 

乙は、乙の成立の日において、その発行する普通株式の株式会社東京証券取引所プライム市場への上場

を予定する。 

 

第９条（株主名簿管理人） 

乙の株主名簿管理人は、三菱 UFJ 信託銀行株式会社とする。 

 

第 10 条（自己株式の消却） 

甲は、乙の成立の日の前日までに開催される取締役会の決議により、甲が保有する自己株式のうち、実

務上消却可能な範囲の株式（本株式移転に際して行使される会社法第 806 条第１項に定める株式買取請求

権の行使に係る株式の買取りにより取得する自己株式を含む。）を、基準時までに消却するものとする。 

 

第 11 条（本計画の効力） 



 

本計画は、第７条に定める甲の株主総会において本計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関する決

議が得られなかった場合、乙の成立の日までに本株式移転についての国内外の法令に定める関係官庁の許

認可等（関係官庁等に対する届出の効力の発生等を含む。）が得られなかった場合、又は、次条に基づき

本株式移転を中止する場合には、その効力を失うものとする。 

 

第 12 条（本計画の変更等） 

本計画の作成後、乙の成立の日に至るまでの間において、天災地変その他の事由により甲の財産または

経営状態に重大な変動が生じた場合、本株式移転の実行に重大な支障となる事態が発生した場合、その他

本計画の目的の達成が困難となった場合は、甲の取締役会の決議により、本株式移転の条件その他本計画

の内容を変更し又は本株式移転を中止することができる。 

 

第 13 条（規定外事項） 

本計画に定める事項のほか、本株式移転に関して必要な事項については、本株式移転の趣旨に従い、甲

がこれを決定する。  

 

2025 年 1 月 14 日 

埼玉県川越市新宿町 1 丁目 10 番地 1 

株式会社ヤオコー  

代表取締役社長 川野 澄人 

  



 

株式移転計画書の別紙 

株式会社ブルーゾーンホールディングス 定 款 

第１章   総  則 

（商号） 

第１条  当会社は、株式会社ブルーゾーンホールディングスと称し、英文ではＢＬＵＥ ＺＯＮＥＳ Ｈ

ＯＬＤＩＮＧＳ ＣＯ., ＬＴＤ.と記載する。 

 

（目的） 

第２条  当会社は、次の各号に掲げる事業を営む会社（外国会社を含む。）の株式または持分を所有す

ることにより、当該会社の事業活動の支配または経営管理およびこれに附帯または関連する業務

を行うことを目的とする。 

（１） 生鮮魚介類の加工ならびに販売 

（２） 青果物の生産、加工および惣菜類の加工ならびに販売 

（３） 食肉類の加工ならびに販売 

（４） 飲食物の製造ならびに販売 

（５） 清涼飲料水の販売 

（６） 酒類、塩、たばこ、米穀の販売 

（７） 切手、印紙の販売 

（８） その他一般食料品の製造ならびに販売 

（９） 衣料品、服飾雑貨、履物、時計、眼鏡、カメラ、化粧品、日用雑貨類の販売 

（１０）生花、園芸植物、園芸用品、ペット用品、大工用品の販売 

（１１）車輌による食料品、雑貨類の移動販売 

（１２）不動産の売買、管理および賃貸借 

（１３）薬局の経営 

（１４）医薬品、医薬部外品、医療用具、毒物、劇物、農薬、計量器の販売 

（１５）家庭用電気製品、電気音響機器、電気通信機器、寝具・インテリア用品の販 売 

（１６）損害保険代理業および生命保険の募集に関する業務 

（１７）旅行斡旋業 

（１８）スポーツクラブ、料理教室などの文化教室の経営 

（１９）クリーニング、宅配便の取次業 

（２０）書籍、文房具、玩具、楽器、カー用品、自転車、スポーツ用品の販売 

（２１）スポーツ用品、キャンプ用品、旅行カバン、ビデオカメラのレンタル業 

（２２）美術館、博物館および資料館の経営および管理ならびに絵画、古物および美術工芸 

品の売買、交換、賃貸、仲介、管理ならびに展覧会の企画および実施 

（２３）保育所の経営 

（２４）前各号に掲げる事業を営む企業の経営指導および業務受託 



 

（２５）前各号に附帯する一切の業務 

２  当会社は、前項各号に定める事業およびこれに附帯または関連する事業を営むことができる。 

 

（本店の所在地） 

第３条  当会社は、本店を埼玉県川越市に置く。 

 

（公告方法） 

第４条  当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 

第２章   株  式 

（発行可能株式総数） 

第５条  当会社の発行可能株式総数は、54,634,000 株とする。 

 

（単元株式数） 

第６条  当会社の単元株式数は、100 株とする。 

 

（単元未満株式の権利制限） 

第７条  当会社の株主は、その有する単元未満株式について以下に掲げる権利以外の権利を行使するこ

とができない。 

（１）会社法第 189 条第２項各号に掲げる権利 

（２）取得請求権付株式の取得を請求する権利 

（３）募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 

（株主名簿管理人） 

第８条  当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２  株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議によって定め、これを公告する。 

３  当会社の株主名簿および新株予約権原簿の作成ならびに備置きその他の株主名簿および新株予

約権原簿に関する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社においては取り扱わない。 

 

（株式取扱規程） 

第９条  当会社の株式、新株予約権に関する取り扱いおよび株主の権利行使に際しての手続き等につい

ては、法令または本定款のほか、取締役会において定める株式取扱規程による。 

 

（基準日） 



 

第 10 条  当会社は、毎年３月 31 日の最終の株主名簿に記載または記録された議決権を有する株主をも

って、その事業年度に関する定時株主総会において、権利を行使することができる株主とする。 

２  前項にかかわらず、必要がある場合は、取締役会の決議によって、あらかじめ公告して一定

の日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者をもって、その権利

を行使することができる株主または登録株式質権者とすることができる。 

 

第３章  株主総会 

（招集） 

第 11 条  定時株主総会は、毎年６月に招集し、臨時株主総会は、必要がある場合に招集する。 

 

（招集権者および議長） 

第 12 条  株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって、取締役社長が

招集する。取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序により、他

の取締役が招集する。 

２  株主総会においては、取締役社長が議長となる。取締役社長に事故があるときは、あらかじ

め取締役会において定めた順序により、他の取締役が議長となる。 

 

（電子提供措置等） 

第 13 条  当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提

供措置をとるものとする。 

２  当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定めるものの全部または一部につい

て、議決権の基準日までに書面交付請求した株主に対して交付する書面に記載しないことがで

きる。 

 

（決議の方法） 

第 14 条  株主総会の決議は、法令または本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行

使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

２  会社法第 309 条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。 

 

（議決権の代理行使） 

第 15 条  株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、議決権を行使することがで

きる。 

２  前項の場合には、株主または代理人は代理権を証明する書面を、株主総会ごとに当会社に提

出しなければならない。 

 



 

（議事録） 

第 16 条  株主総会の議事については、議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令に定める

事項は、議事録に記載または記録する。 

２  株主総会の議事録は、その原本を決議の日から 10 年間本店に備え置く。 

 

第４章 取締役および取締役会 

（取締役会の設置） 

第 17 条  当会社は、取締役会を置く。 

 

（取締役の員数） 

第 18 条  当会社の取締役は、12 名以内とする。 

 

（取締役の選任） 

第 19 条  取締役は、株主総会の決議によって選任する。 

２  取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

３  取締役の選任決議は、累積投票によらない。 

 

（取締役の任期） 

第 20 条  取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会終結の時までとする。 

２  増員により、または補欠として選任された取締役の任期は、他の在任取締役の任期の満了す

る時までとする。 

 

（役付取締役） 

第 21 条  取締役会は、その決議によって、取締役会長、取締役社長各１名、取締役副社長、専務取締

役、常務取締役各若干名を選定することができる。 

 

（代表取締役） 

第 22 条  当会社は、取締役会の決議によって、代表取締役を選定する。 

２  代表取締役は会社を代表し、会社の業務を執行する。 

 

（取締役会の招集権者および議長） 

第 23 条  取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が招集し、議長となる。取締

役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序により、他の取締役が招集

し、議長となる。 



 

 

（取締役会の招集通知） 

第 24 条  取締役会の招集通知は、各取締役および各監査役に対し、会日の３日前までに発する。ただ

し、緊急の場合には、この期間を短縮することができる。 

 

（取締役会の決議の方法） 

第 25 条  取締役会の決議は、取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半数をもって行う。 

 

（取締役会の決議の省略） 

第 26 条  当会社は取締役の全員が取締役会の決議事項について書面または電磁的記録により同意した

場合には、当該決議事項を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。ただし、監査役

が異議を述べたときはこの限りでない。 

 

（取締役会規程） 

第 27 条  取締役会に関する事項は、法令または本定款に定めるもののほか、取締役会において定める

取締役会規程による。 

 

（取締役会の議事録） 

第 28 条  取締役会の議事については、その経過の要領および結果ならびにその他法令に定める事項

は、議事録に記載または記録し、議長ならびに出席した取締役および監査役がこれに記名押印も

しくは電子署名する。 

２  取締役会の議事録は、決議の日から 10 年間本店に備え置く。 

 

（取締役の報酬等） 

第 29 条  取締役の報酬、賞与その他職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益（以下「報

酬等」という。）は、株主総会の決議により定める。 

 

（取締役の責任免除） 

第 30 条  当会社は、会社法第 426 条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、同法第 423 条第

１項の取締役（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができ

る。 

２  当会社は、会社法第 427 条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等である者を除

く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができ

る。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする。 

 

第５章 監査役および監査役会 



 

（監査役および監査役会の設置） 

第 31 条  当会社は、監査役および監査役会を置く。 

 

（監査役の員数） 

第 32 条  当会社の監査役は、４名以内とする。 

 

（監査役の選任） 

第 33 条  監査役は、株主総会の決議によって選任する。 

２  監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

 

（監査役の任期） 

第 34 条  監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会終結の時までとする。 

２  任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の

任期の満了する時までとする。 

 

（常勤の監査役） 

第 35 条  監査役会は、監査役の中から常勤の監査役を選定する。 

 

（監査役会の招集通知） 

第 36 条  監査役会の招集通知は、各監査役に対し、会日の３日前までに発する。ただし、緊急の場合

には、この期間を短縮することができる。 

 

（監査役会の決議の方法） 

第 37 条  監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、監査役の過半数をもって行なう。 

 

（監査役会規程） 

第 38 条  監査役会に関する事項は、法令または本定款に定めるもののほか、監査役会において定める

監査役会規程による。 

 

（監査役会の議事録） 

第 39 条  監査役会の議事については、その経過の要領および結果ならびにその他法令に定める事項は

議事録に記載または記録し、出席した監査役がこれに記名押印もしくは電子署名する。 

２  監査役会の議事録は、決議の日から 10 年間本店に備え置く。 

 



 

（監査役の報酬等） 

第 40 条  監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。 

 

（監査役の責任免除） 

第 41 条  当会社は、会社法第 426 条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、同法第 423 条第

１項の監査役（監査役であった者も含む。）の責任を法令の限度において免除することができ

る。 

２  当会社は、会社法第 427 条第１項の規定により、監査役との間に、任務を怠ったことによる

損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度

額は、法令が規定する額とする。 

 

第６章  会計監査人 

（会計監査人の設置） 

第 42 条  当会社は、会計監査人を置く。 

 

（会計監査人の選任） 

第 43 条  会計監査人は、株主総会の決議によって選任する。 

 

（会計監査人の任期） 

第 44 条  会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会終結の時までとする。 

２  会計監査人は、前項の定時株主総会において別段の決議がされなかったときは、当該定時株

主総会において再任されたものとみなす。 

 

（会計監査人の報酬等） 

第 45 条  会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役会の同意を得て定める。 

 

第７章  計   算 

（事業年度） 

第 46 条  当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月 31 日までとする。 

 

（剰余金の配当等の決定機関） 

第 47 条  当会社は、剰余金の配当等会社法第 459 条第１項各号に定める事項について、法令に別段の

定めがある場合を除き、取締役会の決議によって定めることができる。 

 

（剰余金の配当の基準日） 



 

第 48 条  当会社の期末配当の基準日は、毎年３月 31 日とする。 

２  当会社の中間配当の基準日は、毎年９月 30 日とする。 

３  前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。 

 

（配当金の除斥期間等） 

第 49 条  配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満３年を経過しても受領されないとき

は、当会社はその支払い義務を免れる。 

２  未払いの配当金には利息をつけない。 

 

附  則 

（最初の事業年度） 

第１条  当会社の最初の事業年度は、第 46 条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から 2026 年３月

31 日までとする。 

 

（最初の取締役の報酬等） 

第２条  第 29 条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会の時までの期間にお

ける当会社の取締役の報酬等の額は、年額 300 百万円以内とする。 

 

（最初の監査役の報酬等） 

第３条  第 40 条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終結の時までの期間

における当会社の監査役の報酬等の額は、年額 50 百万円以内とする。 

 

（附則の削除） 

第４条  本附則は、当会社の最初の定時株主総会の終結の時をもって削除されるものとする。 

 

以上 


